
国土交通省所管ダム事業における検証の動向③

検証の状況（検討主体における議論の例）

○儀明川ダム（Ｆ，Ｎ，Ｗ，Ｓ。建設主体：新潟県。水道事業者：上越地域水道用水供給企業団）
水道事業については、最新のデータを基に将来の水需要予測を行った結果、新たな必要量はゼロとなり、ダ
ム事業に参画しない(H22.11)。ただし、治水、消雪の必要性があることから、ダム事業の継続は妥当とされてい
る（平成23年度第１回新潟県公共事業再評価委員会 H23.9）

○大谷川ダム（Ｆ，Ｎ，W。建設主体：岡山県。水道事業者：新見市）
「ダム案（約30.8億円、うち水道約3.6億円）」と、「ダムを建設しない場合の対策案（約9.8億円、うち水道約9.5憶
円）」による総コストを比較すると、ダムを建設しない場合でも、治水及び利水の目的は達成され、大幅なコスト
縮減が見込まれることから、「ダムを建設しない場合の対策案」が適当であり、大谷川ダム事業を継続すること
は適当でない。（大谷川ダム検討会議 H23.7） ※両ダムとも検証中

＜山陽新聞（H23.7.7)＞

＜上越タイムス（H22.11.2)＞

国土交通省所管ダム事業における検証の動向③

検証の状況（有識者会議における議論の例）

「五ヶ山ダム事業検証に関する検討 報告書」より 有識者会議における議論

今後の治水対策のあり方に関する有識者会議（第13回(3月2日)）においては、水道事業に関
して、水の需要量が増え続けることや水の権利調整などについての議論がされている
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国土交通省所管ダム事業における検証の動向③

検証の状況（予断を持たない検討の実施のお願い）

水道事業者においても、直近の実績値や水使用実態等を勘案し、ダム開発量や代替案立案
の可能性などについて、予断を持たず検討するなど、検討主体に対して必要な協力を引き続き
実施するようお願い申しあげます。

資 - 18


